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はじめに

日本法医学会では，１９８５年日航機墜落事故で複数の法

医学講座が協力したことを受けて，全国規模の医師派遣

の応援態勢の整備を開始した。以来，１９９０年雲仙普賢岳

火砕流災害（長崎県）およびスーパー長崎屋尼崎店火災

（兵庫県），１９９１年信楽高原鉄道列車事故（滋賀県），

１９９４年中華航空機墜落事故（愛知県）等の災害や事故で

小規模な応援派遣を行ってきたが，１９９５年阪神・淡路大

震災では，初めて全国規模での応援派遣を行った。これ

を機に北海道・東北地区，関東地区，中部地区，近畿地

区，中国・四国地区，九州地区の地区ごとに派遣可能な

医師，歯科医師，その他のスタッフをリストアップし地

区理事が把握しておく体制を整えた。１）その後，１９９５年

東京地下鉄サリン事件（東京都），２００５年 JR福知山線脱

線事故（兵庫県）を経て，２０１１年東日本大震災では，発

災直後から，６月までの長期に亘って，全国規模の応援

派遣を行った。これらの派遣は，担当する警察本部から

の依頼で行われるが，東日本大震災では岩手県，宮城県，

福島県と複数になったため，警察庁が３つの警察本部の

要請をまとめて日本法医学会に依頼した。地震に限らず，

すべての災害や事件における法医学の役割は，死体検案

であり，その中心は，死因調査と身元確認である。地震

は，その上に何もなければ，地面が揺れるというただの

自然現象である。都市に地震の影響が波及することで震

災という社会現象となる。ヒトが都市を社会を形成して

数千年，程度は異なってもコミュニティーが，その時代

に応じた地震災害時リスクに曝されてきたことは想像に

難くない。災害医療対策には，①予防（災害に対する備

え），②災害発生直後の救急医療対応，③災害後の健康

管理活動があると考えられている。米国の公衆衛生学書

として代表的なMaxcy-Rosenan-Lastの Public Health &

Preventive Medicineでは，「公衆衛生は，災害による死

亡，負傷，経済的混乱を予防することができる。一次予

防とは，災害の発生予防である。二次予防とは災害発生

後の影響を減少させる対策および災害の早期認知による

被害の軽減である。」，さらに，「公衆衛生の人材と組織

は，災害後の罹病率，死亡率，経済的損失およびこれら

の有害な結果を引き起こす原因に関するデータの収集に

貢献できる。これらのデータの分析を通じて，研究者は

これらの有害な結果をどの程度予防可能であったかを判

断できる。さらに，災害による損失の最も高いリスクに

ある地域（例えば，活断層，洪水の起こりやすい平原，

沿岸地方）や集団（例えば，高齢者，独居者，生命維持

装置使用者）を確認することができる。また，予防のた

めの介入（例えば，建築基準，早期警報システム，備え，

避難方法）によって，前述のハイ・リスクの集団や地域

に対して，災害の影響を減少させることが可能である。」

と述べており２），災害医療対策における社会医学の果た

す役割の重要性が指摘されている。本稿では阪神・淡路

大震災の死因調査を端緒として，さまざまな分野の研究

者と学際的研究を進めた結果を基に数十年から百数十年

の周期性があり，今後３０年間に６０％の確率で発生すると

されている南海地震における防災ならびに減災を提言し

たいと思う。

１．阪神・淡路大震災における死体検案活動と死因調査

平成７年１月１７日午前５時４６分頃，淡路島北東部を震

源としたマグニチュード７．３の地震が発生し，震度７の

激震が神戸市から西宮市および淡路島北部の広い地域を

襲った。この地震による災害は，阪神・淡路大震災と呼
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ばれ，極めて大規模な都市型災害を引き起こし，３０万棟

以上の建造物が被害を受け，４万人以上が負傷（重傷の

み），最高３０万人が避難生活を余儀なくされ，全被災地で

６，４３３名の被災死亡者が発生し，その内訳は，地震の直

接の作用での死亡が５，５０２名，避難生活中に病死した者

が９３１名であった。現在，東京都２３区，横浜市，名古屋

市，大阪市および神戸市には，死体解剖保存法第８条「政

令で定める地を管轄する都道府県知事は，その地域内に

おける伝染病，中毒又は災害により死亡した疑のある死

体，その他死因の明らかでない死体について，その死因

を明らかにするため監察医を置き，これに検案をさせ，

又は検案によっても死因の判明しない場合には解剖させ

ることができる。（略）」の規定に基づいて監察医制度が

置かれている。阪神・淡路大震災での神戸市内では，兵

庫県監察医が中心となり，日本法医学会からの派遣医師

とともに死体検案を行った。筆者は，これまでに神戸市

内における被災死亡者データについて報告してきた３‐６）。

平成２２年四国医学雑誌６）掲載の死亡要因別被災死亡者

数を表１に示す。外因死３，８５０名中，本震によるものが

３，８４７名と全体の９９．９％を占め，屋内３，８３２名，屋外１５名

であった。屋内での死亡者は，建物の倒壊１，８５０名，何

らかの圧迫による死亡１，３６４名，家具などの屋内収容物

の転倒・落下による受傷２１人，屋内での転倒１名，建物

損壊による閉込１３名，火災５７９名であり，屋外での死亡

は建物の倒壊５名，塀等の倒壊４名，屋外設置物の転倒

１名，交通機関関連４名，火災１名であった。建物の倒

壊による死亡の原因は，建物の物理的崩壊あるいは機能

喪失であり，屋内における死亡の中の“何らかの圧迫”

は，屋内で圧迫によって死亡したことは判明しているが，

死体検案書に明確な記載がなかったものである。

建物の倒壊では，戸建住宅で１，２５８名が死亡している。

集合住宅では文化住宅での被災が多く，３３５名の文化住

宅での死亡者の中には６０歳未満の者が１８０名と過半数を

占め，２０歳代および３０歳代の者が４０名死亡している。住

居に比べ，死亡者の発生は極めて少ないが，建物倒壊に

よる死亡者は住居のみならず，ビル・社屋，工場，店舗

表１ 阪神・淡路大震災死亡要因別被災死亡者数（参考文献６）西村明儒から引用）

外因死
（３，８５０）

本震
（３，８４７）

屋
内

建物の倒壊
何らかの圧迫
屋内収容物（家具等）
転倒
閉込
火災

１，８５０
１，３６４
２５
１
１３
５７９

３，８３２

屋
外

建物の倒壊
塀等の倒壊
屋外設置物の転倒
交通機関関連
火災

５
４
１
４
１

１５

余震
建物の倒壊
転落

１
２

３

建物の倒壊 １，８５０

住

居

戸建住宅 １，２５８�
� １，８１２集合住宅 ５５４

マンション ６５
アパート ２２
文化住宅 ３３５
社員寮 ４
母子寮 ４
種別不詳 １２４

就

業

ビル・社屋 ２２�
�

�
�

�
工場 １ ２５
店舗 ２

教育機関（幼稚園） １
病院（含，酸素停止：２，転落：１） ４
寺社等（含，参道の休憩所：２） ８

屋外での死亡 １５

建物（戸建住宅）の倒壊 ５
塀等の倒壊 ４
ブロック塀 １
土塀 １
不詳 ２

屋外設置物の転倒 １
（自動販売機）

交通機関関連 ４
高速道路の倒壊 ２
操作不能による衝突 １
鉄道高架の倒壊 １

家屋火災 １
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等の就業場所ならびに教育機関（幼稚園）においても発

生している。病院においても４人が死亡しており，その

内訳は，建物の損壊が１名，レスピレーターの停止が２

名，停電中に転落した者が１名であった。屋内収容物で

は，家具によるものが最も多く，タンス１２名，本棚２名，

仏壇，ピアノ，テレビが各１名であった。また，転倒の

１名は，大腿骨頸部骨折で入院治療中に死亡したもので

あった。閉込，すなわち倒壊した家屋内で外傷はなかっ

たが，そこから出ることができずに死亡した１３名では，

飢餓・脱水，凍死および救出後の肺炎が認められている。

火災による死亡は５７９名であった。各地で火災が発生

し，消火活動が十分に行なえなかったことを考慮すれば

死亡者は少ない印象である。火災による死亡の原因とし

ては，木造家屋の場合，火炎や熱よりもむしろ不完全燃

焼によって発生する一酸化炭素による中毒の頻度が高い。

しかし，近年では新建材の使用によって，火災の際には

一酸化炭素のみならず青酸ガスも発生する。青酸ガスは

一酸化炭素より毒性が強いため，より低濃度，短時間で

死に至る。したがって大規模な建物の場合，避難中に中

毒によって動けなくなりそのまま死亡する場合が多い。

屋外では，戸建て住宅ならびに塀の倒壊によって９名

の死亡者が発生するとともに，屋外設置物（自動販売機）

の転倒による死亡者も発生している。交通機関関連では，

阪神高速道路の倒壊によって２名，鉄道高架の倒壊に

よって１名，自動車の操作不能による衝突で１名死亡し

ている。

表１に示したとおり，神戸市内における地震に関連し

た外因死は３，８５０名である。男女比は，男性４割，女性

６割で女性が男性の１．５倍であった。性別年齢階級別死亡

者数分布（図１）では，２０～２４歳および６５～７４歳にピー

クが認められる２峰性の分布を示し，０～４歳，２０～２４

歳および３５～３９歳以外の全てで女性の比率が高くなって

いる。女性，高齢者，５歳以下の年少者ならびに身体障

害者は，災害弱者と呼ばれ，災害時に被害を受けやすい

とされている。その理由は，火災や津波から避難する際

に体力的に劣るため逃げ遅れるからであるという。阪

神・淡路大震災では，女性および高齢者の死者は多いが，

年少者は必ずしも多いとは言えず，むしろ２０歳代が多く

なっている。これでは，いくら女性，高齢者が多くても

従来の「災害弱者」の範疇で括るのには無理があり，別

の要因が関与していると思われた。そこで年齢階級別死

亡者数の分布を区別に見ると（図２），灘区および東灘区

では，他の区に比べて２０～２４歳の死者が多く，灘区では，

男性が多くなっている。灘区および東灘区には神戸大学

や有名私立大学などの学生が多く居住し，また，阪神工

業地帯であることから多数の工場があり，若い工場労働

者も多く居住している。これらの若い学生や労働者が耐

図２ 区別年齢階級別死亡者数（参考文献５）西村明儒，他から引用）

図１ 阪神・淡路大震災性別年齢階級別被災死亡者数（神戸市内）
（参考文献５）西村明儒，他から引用）
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震性の十分でない住居で被災した可能性が示唆された。

これは先に示した文化住宅で２０歳代，３０歳代が多く死亡

していることと一致する。神戸市が母子家庭向けに借り

上げている母子寮での被災も併せ，阪神・淡路大震災に

おける災害弱者は，社会的弱者であったと示唆された。

死因別分類（図３）では，胸部圧迫や胸腹部圧迫によ

る外傷性窒息死が５３．９％と最も多く，次いで圧死１２．４％，

焼死１２．２％，全身打撲８．２％と続いている。全身を強く

圧挫される圧死に比べて，外傷性窒息がはるかに多いこ

とが，今後の防災対策によって死者を減らせる可能性を

示唆するものである。全身が圧挫されるような家屋の破

壊状況は，いわゆる瓦礫状態で耐震性にもかなりの問題

を含んだ状態であったと思われるが，外傷性窒息では，

胸部や腹部に乗っている家の部材が１０cmあるいは２０cm

上方で留まっていれば，閉じ込められこそすれ，窒息せ

ずに済んだ可能性が考えられる。すなわち，家を全く破

壊されないようにする耐震補強は，費用の面で難しくて

も，破壊されても死なずに済む状態にまでもどす耐震補

強であれば，数十万で可能であり，行政が提示している

３０万円の自己資金と３０万円の補助で可能であることが示

唆される。

２．阪神・淡路大震災における建物被害と人的被害の比較

図４に黒枠で示した地域内で木造家屋被害の約２，０００

棟の全数調査が村上らによって行われた７）。同じ地区内

での被災死亡者は１８８人であり，建物被害と人的被害の

比較を行った。この調査地域は，神戸市灘区西部の南北

１．７km，東西０．４８kmの約８１．６haの地域であり，該当す

る町名は，魚崎南町７丁目，魚崎中町２，３丁目，魚崎

北町２，５，６，７丁目，甲南町３，４丁目，岡本３，４

丁目，西岡本１丁目である。図５にこの地区における木

造戸建て住宅の建築年代と建築面積の分布を示す。およ

そ７０％の木造住宅が，建築後２０年以上経過していた。ま

た，建築面積では，６０m２以下が概ね半数を占め，建物

の狭小化が伺われた。平屋は全体の１割程度で，それら

の建築年代は建築面積の広いものほど古い傾向にある。

また，昭和４９年以降のものは数少ない。２階建ては，全

体の８割以上を占め，昭和２３年以降，建築棟数が増加し，

特に昭和３６～４９年の間，すなわち，高度経済成長期に建

設ピークを迎え，その後，減少している。この中には，

平屋を増築して２階建てとしたものもあるが，詳細は不

明である。建築面積では，４０～９０m２のものが多く見ら

図４ 木造家屋全数調査対象地域（参考文献７）村上雅英，西村明儒，
他から引用）

図３ 阪神・淡路大震災死因別死亡者数（参考文献６）西村明儒から
引用）
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れる。それらの多くは，いわゆる建て売り住宅であると

思われる。３階建ては４０棟あり，昭和６２年の建築基準法

の改正以後のものがほとんどであり，特に，４０m２以下

のものが多かった。図６に建築年代別の建物被害程度の

分布を示した。被害程度を４段階に分け，１階部分の層

崩壊，２階部分の層崩壊ならびに全階層崩壊（瓦礫状

態）を「倒壊」とし，柱の折損や大きく傾斜，外壁の大

部分が�離落下ならびに基礎の崩壊の見られたものを
「大破」，瓦のずれや脱落，外壁や基礎のひび割れなど

は認められるが，目視による傾斜は見られないものを

「中破」，外壁開口部の軽微なひび割れなどを認めるも

のおよび外観上の被害が見られないものを「小破以下」

とした。図中の合計棟数の下の数字は階数ごとの合計棟

数に対する年代ごとの合計棟数の割合である。建築年代

の古いもの程，被害の程度が大きく，特に２階建て住宅

ではその傾向が顕著に現れている。２階建てについては，

サンプル数も多く，一般的な傾向を現していると思われ

るが，平屋や３階建ては，２階建てに比較して極端にサ

ンプル数が少なく，間取り，施工程度や維持管理の程度

等の個体差の影響が現れており，一般的な傾向を示して

図５ 木造戸建て住宅の建築年代と建築面積の分布（参考文献７）村上雅英，西村明儒，他から引用）

図６ 在来軸組構法による戸建て木造住宅の階数ごとの建築年代と被害程度（参考文献７）村上雅英，西村明儒，他から引用）
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いるとは言いがたい。大破と倒壊を含めた被害比率を見

ると，平屋と２階建ては，７５％程度で築年代にかかわら

ず，ほぼ同じであったが，倒壊率では，２階建てがやや

高い。しかしながら，昭和６０年以後に建てられた２階建

ての倒壊率は，１０％以下と激減している。３階建て住宅

では，昭和６２年の建築基準法の改正に伴い，３階建て木

造建築物に対する構造設計が義務づけられたため，昭和

６０年以降に建築されたものでは，大破および倒壊の比率

が激減していると思われる。

図７に２階建て戸建て住宅の建築年代，建築面積と被

害程度を示した。昭和４９年以降に建築されたもののうち，

建築面積が１２０m２以下の場合は，建築面積が狭いほど被

害の程度は大きくなった。一方，建築年代が昭和３６年以

降のものでは，建築面積の増加とともに倒壊率が大きく

なった。昭和３６～４９年のものでは，両者の傾向が現れて

おり，４０～１２０m２の被害程度がほぼ同じであった。これ

らの原因としては，建築面積の狭い建物では，間口方向

に壁の少ない住宅が多く，特に昭和３６年以降のものでは，

いわゆるミニ開発による建て売り住宅が大部分を占めて

いる。これらでは，建築面積の減少に伴い，間取りや採

光の確保などの制約によって強度上必要な壁長の確保が

難しくなる傾向にある。一方，建築年代が古く，建築面

積の広い（特に１２０m２以上）建物では，南面に広縁等の

大きな開口部を持ち，かつ，田の字や日の字プランで間

仕切りに襖などを用いた伝統的和風住宅が多く見られた。

これらでは，耐力壁として有効な外周壁や間仕切り壁が

少なく，壁率は床面積の増加に伴い減少する傾向があり，

被害程度も増加したと考えられる。

調査地域内で発生した死者は１５５世帯１８８人で，その

８７％にあたる１６３人が木造家屋で発生している。男性６２

人，女性７８人の１４０人が倒壊家屋で発生しており，男性

２人，女性８人の１０人が大破以下で発生している。大破

以下では女性の比率が高くなっているが，家屋倒壊では，

退避の余地がなく，男女の差が生じにくいのに対して，

大破以下の場合は，避難行動を取り得たため体力的な面

で女性に不利であった可能性が示唆される。

図８に死亡者数と死亡者発生世帯数の建築年代と建築

面積別の分布を示す。建築年代の古い家屋ほど倒壊率が

高くなるため，死亡者発生人数が増加している。しかし

ながら，いずれの建築年代においても建築面積の大きい

住宅における死亡者発生人数の方が多い。そこで図に倒

壊パターン別に建築面積あるいは，建築年代ごとの被害

棟数，死亡者発生棟数，死亡者数に関する比率を示す。

被害世帯数とは，各崩壊パターンの被害を受けた世帯の

総数である。

図８（a）に示す死亡者数／被害世帯数，では，６０m２未

図７ ２階建て戸建て住宅の建築年代，建築面積と被害程度（参考文献７）村上雅英，西村明儒，他から引用）
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満は，被害世帯あたりの死亡者は０．１人未満であるのに

対して，６０m２以上は，０．３～０．４人となり，６０m２未満に対

し，３～４倍と高くなっている。しかしながら，建築年

代ごとの集計では，年代の違いで顕著な差は確認できな

かった。図８（b）では，建築面積でも建築年代でも著明

な傾向は見られなかった。死亡者数／被害世帯数が建築

面積に依存して変化する原因としては，物理的要因と生

活様式的要因が考えられる。物理的要因としては，一般

的に建築面積の比較的狭い住宅（６０m２未満）では，接

道面の壁には玄関と１間幅の開口があるとともに反対面

にも開口があり，開口方向の耐力壁の確保が非常に難し

い。一方，奥行き方向は，隣棟間隔が狭く，採光も期待

できないため，開口が少なく十分な壁率が確保できる。

そのため，狭小間口の住宅では，開口方向に倒壊したも

のが多い。しかしながら，隣棟間隔が狭いため倒壊家屋

が隣家に支えられたり，狭い居室に多くの家具があった

ため家具に家の部材が支えられたりして，生存空間がほ

とんど無くなるような「完全倒壊」に至らなかった場合

が多かったものと考えられる。一方，建築面積の比較的

広い住宅では，敷地内に庭のあるものが多く，それらの

大部分は隣棟との間隔が開いたため，開口を大きくする

ことで採光が期待できることから開口がより大きくなり，

壁率が低下したことや，隣棟間隔が大きくなったことに

より隣家に支えられることなく完全倒壊しており，生存

空間の確保が難しく，建築面積の増加に伴い死者発生率

が高くなったものと推測される。生活様式的要因として

は，狭い住宅では，子供部屋や寝室が２階にある場合が

多く，１階よりも２階に多くの人が寝ていたことも考え

られる。広い住宅の方が物理的要因からみた死亡者発生

確率が高くなることを考えると広い住宅の方が１階で寝

ていた人数が狭い住宅よりも多い場合では，死亡者／死

亡者発生世帯数は，建築面積の増加に伴い多くなるはず

である。しかるに図８（b）では図８（a）に見られるような，

建築面積による優位性は認められない。したがって，死

亡者数／被害世帯数が建築面積に依存して変化する原因

は図から判断する限りにおいては，物理的要因が主とし

て支配因子となったものと考えられる。

井宮らは，阪神・淡路大震災での住宅内での被災状況

のスケッチ記録を報告しており，被災死亡の典型例は，

就寝中に被災，布団の上にタンスが倒れるだけでなく，

その上から天井や梁などの崩壊した家の部材が乗ったも

のである（図９）。このことから，個人レベルの地震防

災対策として，家具を固定することが流行しているが，

耐震性が十分でない建物の場合，家具を固定しても壁ご

と倒壊するので何の対策にもならないことは周知される

べきである。少しでも耐震性を向上することで，図３で

指摘した機序での生存の可能性が高まると考えられる。

一方，生存例についても発見救出状況を記録しており，

これらは，倒壊家屋内で，何らかの生存空間が確保され

図８ 死亡者発生戸建て住宅の建築面積と崩壊パターンの関係（参
考文献８）西村明儒，他から引用）

図９ 最も典型的な死亡例（参考文献９）から引用）
就寝中，布団の上にタンスが倒れ，タンスの下敷きにな
るが，さらにその上から梁や天井などの家の部材が倒れ込
んでいる。
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ることで閉じ込められはしたものの致命的な状況にはな

らずに救助されている。図１０では，台所で炊事中に被災。

落ちてきた天井が食卓のイスに支えられたため，骨盤は

骨折したが救助された。図１１では，就寝中に被災した。

天井が落ち，梁が倒れてきたが，押し入れの段で止まり

助かった。図１２では，夫婦が並んで就寝していたところ

にそれぞれ梁が倒れてきたが，夫は，梁がタンスのため

に止まり，生存空間ができて助かった。妻のところに倒

れた梁は支えられることなく妻の上に乗ったため妻は死

亡した。図１３では，夫婦がそれぞれ別の部屋で就寝して

いた。夫は，午前５時に起床し，テレビを見ながら新聞

を読んでいた。地震で倒れてきた梁は，茶ダンスで支え

られ，生存空間ができて助かった。妻の部屋には何も無

かったため倒れた梁の下敷きになり死亡した。

これらの生存例は，いずれも偶然に生存空間が形成さ

れることで死を免れている。今後の地震災害においても

偶然に期待するのではなく，必然にする必要があると考

える。家全体の耐震化が困難であれば，せめて，最も無

防備になる就寝時を過ごす寝室だけでも耐震化する。そ

れすら難しければ，寝室に重量家具（タンス，ロッカー，

本棚，ピアノ，冷蔵庫，テレビ等）を置かない，背の低

い丈夫な家具のそばで寝る，等の対策が有効と思われる。

しかしながら，地震後に津波が襲う地域では，閉じ込め

られている間に津波で流されないように閉じ込められな

図１１ 生存例２（参考文献９）から引用）
就寝中に被災した。天井が落ち，梁が倒れてきたが，押

し入れの段で止まり助かった。

図１２ 生死混在例１（参考文献９）から引用）
夫婦が並んで就寝していたところにそれぞれ梁が倒れて
きたが，夫は，梁がタンスのために止まり，生存空間がで
きて助かった。妻のところに倒れた梁は支えられることな
く妻の上に乗ったため妻は死亡した。

図１０ 生存例１（参考文献９）から引用）
台所で炊事中に被災。落ちてきた天井が食卓のイスに支

えられたため，骨盤は骨折したが救助された。
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い程度の補強，すなわち，出入り口が塞がらない，扉が

開閉できる状態を維持する程度の補強がなされている必

要がある。

３．阪神・淡路大震災前後における異状死死因構造の変化

震災後の健康への影響を明らかにするために異状死の死

因構造の変化を調べた１０）。震災前５年間（１９９０～１９９４年）

に兵庫県監察医が死体検案を行なった異状死体は４，６３８

例であり，その５４％にあたる２，４９５例については解剖に

よる検案を行なっていた。また，震災後３年間（１９９５～

１９９７年）では２，７０２例の検案に対し，１，８７２例（６９％）の

剖検を行なった。表２に死因の種類別検案数の年次推移

を示す。震災５年前の平均と震災後の各年次の検案数に

ついて χ２検定を行なったところ１９９５年の“９自殺”にお

いてのみ有意な減少がみられた。表３に疾患別年次推移

を示す。死因の種類と同様に検定を行なったところ１９９５

年の肺炎において有意な増加が認められた。また，循環

器系疾患では有意差はなかったが，数値的に増加してい

たので，肺炎および循環器系疾患の両者について１９９０年

１月から１９９７年１２月までの月毎の変化を追跡した（図１４）。

循環器系疾患では，総数の比較では有意差はなかったが，

月毎の推移では各年の冬季に若干の増加がみられ，１９９５

年１月において著明な増加が認められ，１９９６年，１９９７年

は震災前と同様のパターンを示した。また，女性では全

期間を通じて毎年同じ程度の冬季の増加を繰り返すのみ

であるが，男性では１９９５年１月において著明な増加を示

している。一方，総数の比較で有意差の認められた肺炎

では，循環器系疾患と同様に冬季毎の増加がみられ，

１９９５年１月にはそれ以前のピークを上回る増加を示し，

表２ 神戸市における阪神・淡路大震災前後の異状死死因構造の変化（死因の種類別）（参考文献１０）西村明儒，他から引用）

死因の
年

種類
１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ 平均 １９９５ １９９６ １９９７

１病死及び自然死 ５３３（３０４） ５５１（３０３） ５６６（３３１） ５５５（３４３） ５８９（４３６） ５５９（３４３） ５９９（４５２） ５０３（４２６） ５２６（４５４）

不
慮
の
外
因
死

２交通事故
３転倒転落
４溺死
５煙，火災及び
火焔による傷害

６窒息
７中毒
８その他

８（ ６）
２０（１７）
２１（１８）

９（ ８）

１０（ ８）
７（ ６）
１５（１１）

１６（１０）
２７（２３）
２６（１７）

１３（１３）

７（ ４）
７（ ６）
１８（１６）

２３（１９）
３０（２７）
１５（１５）

１２（１１）

１０（ ６）
６（ ６）
２２（１６）

２８（１９）
１４（１１）
２０（１９）

２１（１９）

１０（ ５）
７（ ６）
２０（１８）

４８（４３）
１１（１１）
２５（２５）

１６（１６）

１１（１１）
５（ ５）
２２（２１）

２５（１９）
２０（１８）
２１（１９）

１４（１３）

１０（ ７）
６（ ６）
１９（１６）

３０（２８）
２５（１９）
１５（１５）

８（ ８）

１５（１５）
７（ ７）
２１（１８）

４０（３６）
１８（１８）
１９（１９）

１６（１６）

８（ ８）
８（ ８）
１５（１５）

３４（２９）
２１（１９）
１３（１３）

１０（ １０）

１５（１５）
９（ ９）
９（ ８）

９自殺
１０他殺
１１その他及び
不詳の外因

１２不詳の死

２４３（３５）
２（ ２）

１４（１２）

１４（ ２）

２０２（３７）

１２（１０）

１４（ １）

２１７（４７）
１（ １）

４（ ３）

１６

２３８（５５）
１（ １）

３（ ２）

２３（ ４）

２２９（５８）
１（ １）

１０（１０）

２０（ ５）

２２６（４６）
１（ １）

９（ ７）

１７（ ２）

１７９（４４）＊

１６（１３）

３１（ ２）

１９４（５３）
１（ ０）

１１（ ９）

２６（１０）

２１９（４７）
１（ １）

１５（１４）

１６（ ５）

合 計 ８９６（４２９） ８９３（４４０） ９２２（４８２） ９４０（５０２） ９８７（６４２） ９２８（４９９） ９４６（６２１） ８５９（６１８） ８９７（６３３）

＊ p＜０．０５ χ２検定

図１３ 生死混在例２（参考文献９）から引用）
夫婦がそれぞれ別の部屋で就寝していた。夫は，午前５

時に起床し，テレビを見ながら新聞を読んでいた。地震で
倒れてきた梁は，茶ダンスで支えられ，生存空間ができて
助かった。妻の部屋には何も無かったため倒れた梁の下敷
きになり死亡した。
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３月まで続いている。また，女性では１９９５年１月にピー

クを示した後，暫減し，３月には通常の発生数に戻って

いるのに対して，男性では１月から３月と増加し，４月

に通常に戻っている。それ以降は，１９９７年冬季において

１９９５年と同程度のピークが認められるが，図１５に示した

大阪府監察医における症例数の変化では，１９９５年１月前

後には他の年の冬季と同様であるにもかかわらず，１９９７

年１月前後には著明なピークが認められている。

精神的あるいは身体的ストレスが虚血性心疾患の引き

金になると指摘されており１１，１２），大規模災害のみならず

湾岸戦争でもイラクのミサイルの恐怖によってイスラエ

ルでは多数の虚血性心疾患による突然死が発生したと報

告されている１３）。阪神・淡路大震災後の被災地でも兵庫

県立淡路病院では地震発生後１週間に急性心筋梗塞患者

が急増したことが報告されている１４）。本調査の対象は，

神戸市内７区（東灘区，灘区，中央区，兵庫区，長田区，

須磨区，垂水区）における異状死体であるが，病死につ

いてはほとんどが突然死例であり，被災の影響が強く現

われたものと考えられる。

Trichopoulos Dら１５）は，１９８１年アテネ地震における調

査では，震災に関連した循環器系の発作は女性よりも男

性に強く現われ，必ずしも高齢者に限らないと報告して

いるが，本調査においても地震後，男性においてのみ循

環器系疾患による突然死が増加している。また，肺炎に

おいては循環器系疾患より著明な増加が認められており，

被災地における生活環境の悪化並びに地震後のストレス

による免疫機能の低下１６‐１８）の両者によってもたらされた

ものと考えられる。さらに表３で１９９５年に有意な減少が

認められた自殺に関しては，Bartholomew’ s testによる

トレンド解析を行なったところ，３０～５０歳代の男性にお

いて一時的な減少が認められ，女性については変化は認

められなかった１９）。このように震災後の異状死体におけ

る死因構造の変化では，循環器系疾患および肺炎では増

加，自殺は減少と方向性の違いはあるものの男性に対す

る影響が女性より顕著であり，地震の直接外力による死

亡において女性が男性の１．５倍を占めていたこと３‐６）と対

照的である。

４．新潟県中越大震災における人的被害

被災死亡者４０名のうち，外因死が１８名，内因死が２２名

であった。（新潟県は，平成２１年１０月１５日現在，被災死

亡者数６８名，外因死１８名，内因死５０名と報告しているが，

ここでは，著者の調査した平成１７年３月１日時点の数値

を用いる。）外因死では，男性１０名，女性８名であり，

０歳から８４歳までの広い階級に分布が見られ，特に１４歳

までの年少者および７５から８４歳の高齢者の死亡者が多く

見られた（図１６，（a））。一方，内因死では，男性１４名，

表３ 神戸市における阪神・淡路大震災前後の異状死死因構造の変化（参考文献１０）西村明儒，他から引用）

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ 平均 １９９５ １９９６ １９９７

結 核
その他の伝染病
新生物
アレルギー・内分泌系
神経系・感覚器系
脳血管系
循環器系
呼吸器系（肺炎以外）
肺 炎
消化器系
性尿器系
乳幼児急死症候群
栄養失調
先天性
老 衰
アルコール性
その他
不 詳

１５

２４
５
６
５６
２９０
１５
２４
１４
５
４
３
２
３４
２８
２
６

８

２８
１４
２
４８
２７４
２０
２３
３０
３
５
３
２
３９
３８
４
１０

１６
１
２９
５
５
４０
２８６
２１
２７
２６
２
６
１
１
２８
５６
２
１４

１２

２３
５
８
６６
２６６
１６
３２
２０
４
３
６
３
３０
５９

２

１１
１
２５
６
４
５２
３１７
１７
２９
３５
５
３
４
１
２６
４４
１
８

１２
０
２６
７
５
５２
２８７
１８
２７
２５
４
４
３
２
３１
４５
２
８

５
２
１６
６
７
５０
３２５
２１
４９＊

３４
３
５
２
１
１７
４９
１
６

７
０
１８
４
４
４４
３３３
１０
１８
３６
２
４
３
０
８
８
０
４

７
０
１６
４
９
４９
３１５
１８
４３＊

３１
１
４
２
０
５
１６
１
５

合 計 ５３３ ５５１ ５６６ ５５５ ５８９ ５５９ ５９９ ５０３ ５２６

* p＜０．０５ χ２検定
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図１４ 神戸市における循環器系疾患および肺炎の月別推移（参考文献１０）西村明儒，他から引用）

図１５ 大阪市における循環器系疾患および肺炎の月別推移（参考文献１０）西村明儒，他から引用）
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女性８名であり，４０歳から９４歳の年齢階

級に偏在していた（図１６，（b））。

外因死１８名のうち１６名は，建物の倒壊

や斜面崩壊など地震の直接的外力によっ

て死亡し，残り２名は，入院中にレスピ

レーターのチューブが外れ，停電でレス

ピレーターが停止して酸素欠乏となった

７６歳男性と余震時に避難していた乗用車

の車内でミルクを誤嚥，窒息した生後２

月の男児であった（表４）。地震の直接

的外力による死亡例を死因別に見ると，

圧死（右肺，肝臓破裂）１例，頭部損傷

３例，胸腹部圧迫による窒息１２例であっ

た。胸腹部圧迫による窒息例においても

肋骨多発骨折や骨盤骨折などの著明な損

傷が見られ，骨折がないものでも胸部や

表４ 新潟県中越大震災被災死亡者死亡状況一覧（外因死）（参考文献６）西村明儒から引用）

死 因 年齢 性 著明な損傷 受傷状況 人数

頭
部
損
傷

脳挫傷 ５５ 男 脳挫傷，頸椎骨折 自宅玄関前の車庫のコンクリートブロック製
外壁が崩れた。

３
頭蓋陥凹骨折
脳挫傷

１２ 女 頭蓋陥凹骨折，脳挫傷 ２階建ての住宅の１階部分が崩壊し，下敷き
となった。祖父と孫。６４ 男 頭蓋陥凹骨折，脳挫傷

圧 死 ３４ 男 右肺，肝臓破裂，四肢骨折
友人の結婚披露宴の二次会中に本震，逃げ遅
れを確認に戻り，店を出る時にビルの外壁が
余震で崩れ落ち，下敷きとなった。

１

窒

息

酸素欠乏 ７６ 男 入院中の患者。人工呼吸器のチューブがはず
れた。

２
吐物誤嚥 ０ 男 母と車内に避難していたが，チャイルドシー

ト内で吐物誤嚥。

胸腹部圧迫

８１ 女 胸部圧迫痕，頬・下顎打撲傷 １，２階とも崩壊した自宅の台所付近で発見
された。

１２

７８ 男 肋骨多発骨折 ２階建ての住宅の１階部分が崩壊し，下敷き
となった。

７７ 女 前額部擦過傷，左側腹・臀部圧迫痕 １，２階とも崩壊した自宅の茶の間。夕食の
支度で逃げ遅れた。

１１ 男 １，２階とも崩壊した自宅の居間で夕食を
待っていた。

１１ 男 １，２階とも崩壊した自宅の居間のこたつの
下から発見された。

１１ 女 後頸部・胸部・左上肢圧迫痕，下顎挫創 ２階建ての住宅の１階部分が崩壊し，下敷き
となった。

４２ 男 頭蓋骨折，肋骨多発骨折 １８：１２の余震で，自宅の北側の山の斜面が地
滑りを起こし，土砂や他の家が乗り上げて，
自宅が倒壊した。母と息子。７５ 女 頭蓋骨折，肋骨多発骨折

７８ 女 骨盤骨折 自宅脇の牛舎で作業中，２階建ての牛舎の１
階部分が崩壊し，下敷きとなった。母と息子。５４ 男 胸部皮下気腫，肋骨多発骨折

３９ 女 県道を乗用車で走行中，山の斜面が崩れ下敷
きとなった。母と娘。同時に被災した息子（２
歳）は救出された。３ 女

図１６ 中越大震災性別年齢階級別被災死亡者数（参考文献６）西村明儒，他から引用）

西 村 明 儒２２２



腹部に明瞭な圧迫痕が認められた。このうち，１２例は地

震の揺れによる建物破壊によって受傷しており，２例は

斜面崩壊による住宅の破壊，２例は斜面崩壊による乗用

車の埋没であった。建物破壊で受傷した１２例中１例と斜

面崩壊による住宅破壊で受傷した２例は，本震では受傷

せず，１回目の余震で受傷したものであった。

内因死の２２例を死因別に見ると，循環器系疾患が１５例

と最も多く，そのうち，急性心筋梗塞が７例，その他の

心疾患が８例であった。他７例には，脳血管疾患４例

（クモ膜下出血１例，脳梗塞１例，脳内出血２例）およ

び呼吸器系疾患３例（肺炎１例，肺塞栓２例）が認めら

れた。肺塞栓２例，急性心筋梗塞１例（６７歳男性）およ

びクモ膜下出血１例については，既往疾患を検出し得な

かったが，他の１８例には何らかの疾患の既往が認められ

た（表５）。また，内因死のうち，本震の直後に発症し，

死亡した者が７例（急性心筋梗塞２例，その他の心疾患

４例，脳内出血１例，表５の死亡状況欄記載事項の前

に＊印）見られ，このうち４例は地震直後に死亡してお

り，マスコミ報道によるいわゆる“ショック死”に該当

すると考えられた。８９歳男性の１例以外は，いずれも何

らかの既往症が認められた。他の１５名は地震後の避難生

活中の発症で，避難生活がその死に影響を及ぼしたもの

と考えられた。

５．考 察

両震災ともに自宅での死亡が多いが，自宅死亡に限れ

ば，阪神・淡路大震災（以下，阪神と省略）では全ての

年齢階級で発生しているのに対して，新潟県中越大震災

（以下，中越と省略）では年少者と高齢者に偏在してい

る。阪神は，午前５時４６分，ほとんどの人間が自宅で就

寝していると考えられる状況で発生したため，年齢的偏

りが少なく，中越は，午後５時５６分と生産年齢層が，ま

だ，帰宅していない時間帯であったため，年少者と高齢

者に偏在したと思われる。

家具などの屋内収容物のみによる受傷も見られるが，

表５ 新潟県中越大震災被災死亡者死亡状況一覧（内因死）（参考文献６）西村明儒から引用）

死 因 年齢 性 死亡日 死亡状況 人数

循
環
器
系

急性心筋梗塞

６５ 女 １０月２３日 ＊揺れと同時に発症，心疾患で投薬治療中

７

１５

４４ 女 １０月２４日 ＊１０／２３娘と食事中に発症

６７ 男 １０月２５日 車内泊中発症，胸痛

７４ 女 １０月２５日 トイレで発症

８１ 男 １０月２５日 自宅で発症，透析，心疾患の既往

６９ 男 １１月２日 自宅２階で発症，胸痛，狭心症の既往

７１ 男 １１月３日 トイレで発症，病理解剖で新旧の心筋梗塞巣

その他の心疾患

７０ 女 １０月２３日 ＊揺れ終了時，テーブル下で死亡，高血圧の既往

８

６０ 男 １０月２３日 ＊地震後気分不良，透析，冠動脈バイパス手術

８９ 男 １０月２３日 ＊避難中，車内でいびきをかき出し，返事をしなくなった

７０ 男 １０月２４日 ＊ホテル宿泊客，高血圧の既往

８５ 男 １０月２４日 車内泊中発症，冠動脈バイパス手術，脳梗塞の既往

９１ 男 １０月２５日 寝たきり状態，心筋梗塞の既往

７８ 男 １０月２８日 １０／２５体調不良で入院，慢性心房細動の既往

８４ 女 １０月２８日 夜間車内泊，１０／２８朝から元気がなく昼頃急変，救急搬送

脳
血
管
系

クモ膜下出血 ５４ 男 １０月２５日 １０／２４から嘔吐数回，車内で死亡 １

４
脳梗塞 ８０ 男 １０月２５日 避難所の仮設トイレで発症，脳梗塞，高血圧の既往 １

脳内出血
６８ 女 １０月２５日 ＊地震直後に発症，入院中死亡，高血圧，不整脈の既往

２
７３ 男 １０月２６日 １０／２４発症，入院中死亡，脳外科に通院歴あり

呼
吸
器
系

肺炎 ５９ 男 １０月２５日 １０／２４発熱（３９℃以上），救急搬送，脳梗塞で左半身麻痺 １

３
肺塞栓

４３ 女 １０月２７日 車内泊中，めまいで発症
２

４８ 女 １０月２８日 車内泊中，意識消失

＊：地震後短時間で発症したと考えられる
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これらのものについては，住宅が倒壊さえしなければ，

壁に固定する等の個人的な対処によって予防することが

可能であったと思われる。大量の落下物による死亡が１

名認められているが，これは，天井近くまで積み上げら

れたビデオテープおよび雜誌等の転落によるものであり，

通常の室内では発生しにくいと考えられるが，狭いス

ペースに多数の商品を並べている店舗の場合には同様の

状況が起こりうると思われる。転倒による大腿骨頸部骨

折で１死亡しているが，通常でも高齢者は転倒の危険性

が高く，大腿骨や腰椎を骨折した場合は，長期の臥床に

よって発生するさまざまな問題のため，若年者に比べて

遥かに致死率が高い。屋内外を問わず，立った状態の者

が多い時間帯に発生すれば，転倒による受傷者数は増加

し，遥かに多くの重症者に対する治療が必要となると考

えられる。図１７に今後３０年間に６０％の確率で発生すると

予測されている南海地震で起こりうる受傷機転を示した。

発生数の多い少ないでは無く，発生する可能性のあるす

べての受傷機転を想定し，予防措置を行う必要があると

考える。

住居に比べて死亡者の発生は極めて少ないが，阪神で

はビル・社屋，工場，店舗等の就業場所や教育機関での

死者が発生し，中越では牛舎での作業中に被災している。

阪神では就業前の時間帯，中越では，終業後の時間帯に

発生したため，そもそも就業場所にいる人が少なかった

ことが，死亡者の発生数が少なかった原因と考えられる。

平日の昼間に地震が発生すれば，就業，教育に関係する

建物内は倒壊による死亡はもちろん，倒壊を免れたとし

ても屋内収容物による受傷，地震の揺れによるショック，

あるいは避難中の転倒や将棋倒し等，死の危険は随所に

存在すると思われる。また，定期的に防災訓練を行え，

各個人間の相互認知もある就業場所あるいは教育機関は

まだしも，無関係の個人が集合している休日の大規模小

売店では，避難中の死亡の危険は極めて高いと考えるべ

きであろう。これはお寺や神社でも同様で，参拝者が多

数集まり混雑する春秋のお彼岸，お盆，年末・年始ある

いは何らかの祭事の時期には遥かに多数の死亡者が発生

することが予想される。

医療機関においても死者が発生している。医療機関も

建物である以上，強震動での損壊は致し方ないが，一般

住宅程度の耐震性しかないとなれば不策のそしりを免れ

ないであろう。たとえ，全壊を免れても機能喪失してし

まえば，災害対応の一翼を担うはずの医療機関が被災者

の一部になってしまう。耐震化以外に対策はないと思わ

れるが，ショック死の発生を鑑みれば，免震化や制震化

が望まれる。災害時に果たす役割に応じて対策を行う優

先順位が決定されるべきであろうが，少なくとも災害拠

点病院に対しては，早急に対地震動対策を施行するべき

であろう。また，医療機関内を往来する人も時間帯に

よって変化する。深夜では主として，少数の職員と入院

患者およびその付き添い者であるが，外来診療の時間帯

あるいは面会可能な時間帯にはたとえ夜間であっても桁

違いの人数となる。この様な状況で地震が発生すれば，

転倒，転落，将棋倒しとそのリスクは，大規模小売店と

相違はないであろう。

屋外での受傷は，阪神では住宅，塀，自動販売機，交

通機関関連，中越では走行中の乗用車が斜面崩壊で埋没

している。阪神も中越も，たまたま通行量が少ない時間

帯であったため死亡者が少なかったと考えられる。大都

市の日中や行楽シーズンであれば山間部であっても交通

量が多くなり被害が拡大する危険はあると思われる。特

に住宅は，個人の所有物であるため，老朽化し，多少外

観が見苦しくなっても所有者の勝手と言われればそれま

でかも知れないが，倒壊することによって他人に被害を

及ぼすようでは放置できない。大通りでは充分な幅の歩

道を確保可能であるが，小路では多くの歩行者は家の壁

に沿って歩くのが常である。都市においても建坪率に何

らかの規制を設ける，あるいは既存の家屋の補強を指導

するなどの対策が必要と考える。塀についてもセキュリ

ティーやプライバシーの保護の面からの必要性を否定す

るものではないが，植え込みを利用するあるいは軽量の

部材を用いるなどの対策は必要であろう。阪神高速道路

の倒壊，斜面崩壊による県道の破壊，わが国の大都市や

山間部のどこででも起こりうる事態である。海岸沿いの

道路が津波の被害を受ける危険も想定する必要がある。

図１８に阪神および中越における死者発生場所ならびに

本震
自身の転倒 → 頭頸部損傷，腰椎・大腿骨骨折
建物の倒壊 → 外傷性窒息，全身圧挫，頭頸部損傷，クラッシュ症

候群
家具等の転倒 → 外傷性窒息，頭頸部損傷，クラッシュ症候群
火災 → 一酸化炭素中毒，焼死
津波 → 寒冷暴露，外傷，外傷性窒息，溺死

余震
転倒，建物の倒壊，家具等の転倒，火災，津波

図１７ 南海地震で起こりうる受傷機転
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次の南海地震において予想される死者発生場所を示した。

次の南海地震では，阪神および中越で死者を生じた場所

や状況では，必ず死者を発生するものとして対策を立て

る必要がある。さらに直下地震である阪神および中越と

海洋プレート境界地震である南海の大きな違いは，津波

の有無である。南海地震では，東日本大震災と同様の津

波被害の発生は想定しなければならない。また，阪神お

よび中越で被害が発生していないが想定しなければなら

ないのは鉄道である。徳島県に高速鉄道はないが，揺れ

による脱線や転覆で被害を発生する可能性は考えておか

なければならない。

被災者や災害対応に携わった人たちに対するインタ

ビュー調査を分析した調査２０‐２２）では，さまざまな立場で

阪神・淡路大震災を体験した人たちの時系列に添った行

動や心の動きを記録し，読者が追体験できるようにまと

められている。その中で，「職場で被災した人の意識は，

まず，自分の命，そして居合わせた仲間の命に向く。仲

間の無事を確認，或いは，閉じこめられた仲間を救出し

たら，家族の安否が気になる。上司も同じ気持ちであり，

また，仕事にもならないことから帰宅を促す，自家用車

での帰宅途中に埋もれている人を発見しても見捨てて家

に向かう。家で家族の無事を確認，或いは，がれきの下

敷きになっている家族を救い出すと，次は，近所の救助

の手助けへと意識が広がっていく。」と記載されている。

携帯電話が，今ほど，普及していなかった当時，加入電

話が不通となれば，帰宅して自分の目で確認するしか，

家族の安否を確認する術はなかった。現在も携帯電話の

中継施設が破壊されれば，不通となり，自らの目で確認

するしかないのは当時と大差ない状況である。経営者や

幹部職員，産業医は，家族の安否を確認しないまま，仕

事を継続することは困難であると認識し，企業内の災害

対応の中で，社員や職員の家族の安否確認をどのように

行うかを盛り込むことが不可欠と考える。

６．南海へ向けての提言

前述を踏まえ，筆者なりに考える次の南海地震への対

策を示したい。

まず，行わなければならないことは，建物の耐震補強

である。特に本震動後比較的短時間に大きな津波が押し

寄せる徳島県の南部の太平洋に面した地域では，すぐに

家から逃げ出せるような状態が保てる程度までの補強が

必要である。家全体の耐震化が困難であれば，せめて，

最も無防備になる就寝時を過ごす寝室だけでも耐震化す

る。それすら難しければ，寝室に重量家具（タンス，ロッ

カー，本棚，ピアノ，冷蔵庫，テレビ等）を置かない，

背の低い丈夫な家具のそばで寝る，防災ベッドを設置す

る，等の対策が有効と思われる。しかしながら，地震後

に津波が襲う地域では，閉じ込められている間に津波で

流されないように閉じ込められない程度の補強，すなわ

ち，出入り口が塞がらない，扉が開閉できる状態を維持

する程度の補強がなされている必要がある。北部の地域

でも海抜の低い地域では，南部に比して時間的余裕はあ

るが長時間閉じ込められない様なレベルまでの補強は必

要である。昭和６２年の建築基準法の改正，いわゆる新耐

震に伴い，木造建築物に対する規制が為されたため，阪

神では，昭和６０年以降に建築されたものでは，大破およ

び倒壊の比率が激減しているが，新耐震後であれば安心

なわけではない。死者の発生する倒壊状態は，新耐震で

あるか否かだけではなく，経年劣化も考慮しなければな

らない。阪神から十数年，二十年と経過すれば，補強が

必要となる。

また，公共的な施設やショッピングモールや大規模小

売店などの蝟集場所となる建物では，ショック死の予防，

転倒の予防のため，免震や制震といった対策が為される

べきであろう。さらに医療機関では，耐震化，免震，制

震のみならず，生命維持装置の非常用電源の確保が必須

である。津波が襲う可能性のある医療機関では，発電機

の津波対策も重要である。緊急時のみに発電するのでは

なく，平時の電力の一部を自家発電でまかなう体制で臨

阪神 中越 次の南海地震

屋 内
住宅倒壊
家具転倒
火災

住宅倒壊 住宅倒壊
家具転倒
火災

屋 外

建物倒壊
塀の倒壊
設置物転倒
自動車
火災

斜面崩壊
自動車

津波
斜面崩壊
自動車，鉄道
火災

就業場所
教育機関

社屋・工場・店舗
幼稚園

牛舎 社屋・工場・店舗
学校

蝟集場所 お寺，神社 繁華街 お寺，神社，繁華街

医療機関
病院破壊，転落
人工呼吸器停止

人工呼吸器停止 病院破壊，転落
人工呼吸器停止

図１８ 死者発生場所
阪神および中越での発生場所ならびに次の南海地震で予測
される死者発生場所
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む必要がある。

公私，それぞれの建物が耐震化されて初めて避難行動

が有効となる。火災からの避難，津波からの避難がそれ

ぞれ必要であるが，いずれにしても自然の高い場所が有

効である。避難所までの避難経路の整備は極めて重要で

ある。年齢を問わず自力で登れる様な経路でかつ地震の

揺れで破壊されない構造を必要とする。

東日本大震災で「津波，てんでんこ」の教えを忠実に

守った小中学生たちが津波から逃れたと報道された２３）。

せっかくの教訓も広く知られなければ宝の持ち腐れであ

る。さまざまな世代への防災教育や啓発を行い，知恵と

して定着させることが重要である。

あとがき

これまでの災害時における法医学分野の活動の時期は，

応急対応期から少々復旧期にかけての時期が主であり，

活動内容は，死因調査，身元確認が主体であった。しか

し，阪神以降，二次予防である応急対応のみならず，一

次予防である防災や減災に関わり，提言することが使命

であると痛感させられてきている。医学以外の防災に関

わる研究者や行政への働きかけを今後も積極的に行って

いく必要があると考える。また，東日本大震災で「津波，

てんでんこ」の教えを忠実に守った小中学生たちが津波

から逃れたと伝聞するに際しては，さまざまな世代への

防災教育や啓発の一翼を担う責任が法医学にも課せられ

ていると気づかされる。死者が教えてくれる防災の最重

要課題は建物の耐震化，耐震補強である。また，さらに

防災教育や啓発活動に関わらなければならないと考える。

すでに記載したとおり，日本法医学会では，災害時のス

タッフ派遣体制を整え，派遣活動を行ってきており，こ

の体制は，すでに確立したと言えるであろう。今後は，

日本法医学会からの応援派遣が困難な状況での被災地で

死体検案に携われる人材の育成ならびに遺族対応や遺族

支援を行える人材の育成が急務であると考える。
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A paradigm shift from investigations of human casualties of mass-disaster to disaster
measures -from Hanshin to Nankai-

Akiyoshi Nishimura

Department of Forensic Medicine, Institute of Health Biosciences, the University of Tokushima Graduate School, Tokushima, Japan

SUMMARY

An interdisciplinary research series of human casualties on the great Hanshin-Awaji earthquake

and the Niigata Chuetsu earthquake was performed. For the difference of their natural and social

attributes, the great Hanshin-Awaji earthquake was occurred in the urban and heavily populated

area and the Niigata Chuetsu earthquake was occurred in the rural and sparsely populated area,

differences of their structural damage and human casualties and issues for countermeasure to mass-

disaster were marked in occasional. In human casualties, there was found an imperceptible difference

between them. Deaths by traumatic asphyxia under the collapsed housing were main events and

deaths at the place to work and／or to drop in were lesser, however they were found within both

earthquakes. On the next Nankai earthquake, the human casualties will find under the similar

condition of Hanshin, Chuetsu and the eastern Japan earthquake. Spreading consciousness for

earthquake-resistant houses and countermeasures for tsunami, and establishing education system

for talented persons with the skill of the postmortem medical examination and／or taking case for

the families of the deceased is indispensable for the countermeasure on the next Nankai earthquake.

Key words : the great Hanshin-Awaji earthquake, Niigata Chuetsu earthquake, traumatic asphyxia,

collapse of houses, Nankai earthquake
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